
第１部　2011年度の動き｜第１章　放送界の動き  

NHK年鑑’12 26

Ⅰ．放送の完全デジタル化お
よびそれに関する動き

1．  東日本大震災により被災の東北 3県の
地上デジタル完全移行を延期

　総務省は2011年 4 月20日，東日本大震災で甚大
な被害のあった岩手，宮城，福島の東北 3県につ
いて，11年 7 月24日に予定していた地上テレビ放
送のデジタル化への切り替えを最大 1年（その
後，12年 3 月31日までと決定）延期することを決
め，現行電波法の改正を国会に提案する方針を決
定した。
　総務省の調査によると，東日本大震災の被災地
では，デジタル中継局が津波で流失したり，多く
の世帯で地上デジタル受信設備が損壊したりする
などして，東北 6県では約 7万4,000世帯，この
うち岩手，宮城，福島の 3県では約 5万9,900世
帯でデジタル化への対応が必要となっている。地
上波テレビのデジタルへの完全移行は11年 7 月24
日となっていたが，被災地の状況から，あと 3か
月ではデジタル対策の徹底は困難で，アナログ放
送の停止によって災害情報の入手が困難になる被
災者が出るおそれもあることから，総務省は 3県
についての延期を決めた。
　延期は，放送局にとっては，新設のデジタル放
送機器だけではなく，従来のアナログ放送機器の
維持も必要となり，大震災による被害と合わせて
負担が大きくなることを意味していたことから，
日本民間放送連盟は延期に反対していた。このた
め，総務省の正式決定を受けて，民放連は必要経
費の負担を政府に要請する考えを表明した。
　 3県以外に青森，秋田，山形の各県で，また，
関東では茨城県では対応必要世帯が 9万世帯にの
ぼるなどの被害が出ているが，総務省は移行対策
を集中的に行い，予定通りデジタル化を実施する
ことにしている。

2．  全国44都道府県で地上波テレビ放送が
デジタル放送に完全移行

　東日本大震災の被災地である岩手，宮城，福島
の 3県を除いて，全国44都道府県で地上波テレビ
とBSテレビのアナログ放送が11年 7 月24日に一
斉に終了し，デジタル放送へと切り替わった。
　 7月24日は，各局とも正午に通常番組の放送を
終了し，アナログテレビの画面は放送終了を告知

する静止画面となった。各局とも同日24時までに
停波し，アナログテレビは地上波，58年間，BS，
22年間の歴史に幕を閉じた。
　NHKの調査によると，被災地 3県を除いて，
デジタル放送に対応していない世帯は11年 6 月末
現在で約29万世帯あった。
　デジタル放送が受信できない世帯，いわゆる
「地デジ難民」をできるだけ少なくするため， 7
月24日に向けて総務省と放送局，家電メーカーな
どが協力して集中的な取り組みが行われた。テレ
ビ画面での告知放送や，相談窓口である地デジコ
ールセンターの態勢を強化するとともに，全国の
市町村1,600か所に設置したテレビ受信者支援セ
ンター（デジサポ）では 2万2,000人が電話対応
や戸別訪問を行った。さらに駆け込み需要による
機器不足に対応するため，簡易チューナーを無料
で貸与するなどの対策が講じられた。
　テレビ画面での特別周知に対する苦情など一部
に批判もあり，アナログ放送が終了した24日正午
から25日の午後10時までに総務省やNHKなど放
送局への問い合わせ件数は合わせて約21万件にの
ぼったが，総務省によれば想定の範囲内とのこと
で大きな混乱はなく，アナログ放送が停止し，テ
レビはデジタル放送に切り替えられた。
　中継局の設置や機器の切り替えなどで，放送局
が負担した経費はNHKが約4,000億円，民放（127
社）が約 1兆円であった。
　政府は，地上放送のデジタル化は高品質の画像
や音声を実現し，インターネットと連携して新た
なサービスを産み出し，移動機器での鮮やかな映
像を可能にするなど，視聴者の利便性を向上させ
る一方，デジタル化で空いた周波数帯域をさまざ
まな分野に開放することで，新たなサービスが可
能になるとしてデジタル化政策を推進してきた。
　完全デジタル化に至るまでの主要な経緯は以下
のとおり。
・98年10月　郵政省（現総務省）の「地上波デジ
タル懇談会」が，00年から関東でデジタル実験放
送を開始し，アナログ放送は10年終了を目安にす
るなどの最終報告を発表した。
・01年 7 月　総務省が「放送普及基本計画」とア
ナログ周波数の使用期限を明記した「放送用周波
数使用計画」の各一部変更を告示。地上アナログ
テレビ放送は11年 7 月24日に終了することになっ
た。
　総務省，NHK，民放局が「全国地上デジタル
放送推進協議会」を設立した。
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・01年 7 月　総務省が「高度テレビジョン放送施
設整備促進臨時措置法」に基づき，支援事業第 1
号として，静岡放送の放送施設整備事業を認定し
た。
・03年 8 月　デジタルへの転換による不利益には
補償が必要であり，デジタル放送用のアンテナや
チューナーなどの費用は政府が負担すべき，国民
の理解を得るため徹底した周知広報が必要との国
会での質問に対し，小泉総理大臣が，移行に係る
経費については国が補償または負担する義務はな
い，周知広報については総務省，放送事業者，家
電メーカーと販売店，マスコミなどが参加する
「地上デジタル推進全国会議」で取り組む，など
を内容とする答弁書を衆議院議長あてに提出し
た。
・03年12月　関東，中京，近畿の 3大広域圏でデ
ジタルテレビ放送が開始された。
・06年12月　全都道府県の全放送事業者がデジタ
ルテレビ放送を実施した。
・07年12月　約4,330万世帯（全世帯の92％）が
放送エリアとしてカバーされた。
・08年 6 月　総務省が生活保護世帯を対象に簡易
型の地デジチューナーやアンテナの現物支給，ア
ナログ専用の共聴施設を設置している都市部の高
層ビル所有者や管理組合に共聴施設の設置・回収
に助成金を支給する方針を決定した。
・10年 3 月　「地デジ難視対策衛星放送」が開始
され，やむを得ない事情により地デジ放送に対応
できない世帯の一時的利用が可能になった。
・10年 7 月　デジタル化モデル地区の石川県珠洲
地区で，全国に先駆けてアナログ放送が打ち切ら
れ，デジタルに移行した。
・10年 9 月　総務省調査で，地デジ受信機浸透度
は90％にとどまることが判明した。
・11年 3 月　一部のジャーナリストや弁護士らが
「地上アナログ放送の終了延期=地デジ難民のゼ
ロ化」を求める声明を出した。
・11年 6 月　電波法特措法が成立し，東日本大震
災の被災地 3県でのアナログ放送停止が最大 1年
間延長された。
・11年 7 月　電監審が地元局の財政負担を考慮
し，被災地 3県のアナログ放送停止を12年 3 月31
日とするよう答申した。

3．  BSデジタル放送が10から24チャンネ
ルに増加　各局ともキャンペーンで視聴
者の獲得を目指す

　11年10月 1 日からBSデジタル放送が24チャン

ネルに拡大した。新たに増えたのはWOWOW，
スター・チャンネル，グリーンチャンネル，BS
アニマックス，FOX bs238，BSスカパー！，J 
SPORTS，放送大学。このうち，WOWOW，ス
ター・チャンネル，J SPORTS，放送大学はそれ
ぞれ 2チャンネルずつで，あわせて12チャンネル
が新たに放送を開始した。
　グリーンチャンネルやJ SPORTSなどは，CS放
送からの参入で，CSとBSで同じ内容のサイマル
放送。 7月24日に放送が終了したBSアナログ放
送の帯域か，拡張帯域を活用している。
　BS放送は普及世帯数が総務省の10年 3 月時点
の推計で2,340万件，これに対して，CS放送はス
カパーJSATの推計で110度CSの視聴可能世帯は
900万件と市場規模はBSの方が大きい。このため，
多くの局が今回の増チャンネルを商機と捉えて，
一定期間，無料視聴キャンペーンを実施し，新た
な視聴者の獲得を目指している。
　12年 3 月には新たに 7チャンネルがBSデジタ
ル放送を開始する予定で，あわせて31の多チャン
ネルが実現する。
　これまでのBSデジタル放送の多くが，無料の
総合編成だったのに対して，今回のほとんどのチ
ャンネルは有料で，専門チャンネルとなっている。
新たな視聴者が獲得できる可能性がある一方で，
コンテンツの充実も求められている。
　地上波，CS放送，さらにこれまでのBSデジタ
ル放送との違いをどのように打ち出していくのか
が注目される。

4．  BSデジタル放送が31チャンネルに増加
ディズニーは無料放送も

　12年 3 月 1 日から，BSデジタル放送が 7チャ
ンネル増え，あわせて31チャンネルとなった。新
たに放送を開始したのは，J SPORTS3，J SPOR
TS4，BS釣りビジョン，IMAGICABS，BS日本
映画専門チャンネル，ディズニー・チャンネル，
Dlifeの各局。11年10月に続く参入で，BSデジタ
ル放送でも多チャンネル化がさらに進むことにな
った。
　新チャンネルのうち 6チャンネルはCSから移
行した専門チャンネルで有料放送。一方，Dlife
は11年10月にBSデジタルに参入した放送も含め
て，放送大学を除くと唯一の無料放送である。広
告をベースにした総合編成としても注目を集めて
いる。
　運営するブロードキャスト・サテライト・ディ
ズニーは，ウォルト・ディズニー・ジャパンの子
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会社で，30～40代の女性を主な視聴者に見据えて
いる。子供が主に視聴するディズニー・チャンネ
ルとは差異化する戦略だという。
　運営会社では「ディズニー・チャンネルは子供
向けで広告放送は不向きだが，30～40代の女性は
消費行動が旺盛で，家計の決定権を握っていると
いう調査結果もある。ビジネスチャンスは十分に
あるとみている」としている。
　さらに同社ではBS放送の普及世帯を2,600万世
帯と推計していて，「より多くの人にリーチでき
る」とその将来性を見込んでいる。
　NHKでは，BSデジタル放送の多チャンネル化
について，「視聴者が増え，衛星放送には追い風
となる。NHKのBSも力を蓄え，チャンネルブラ
ンドを確立し，勝負していきたい」（金田放送総
局長）としている。

5．被災3県でアナログ放送終了

　東日本大震災で大きな被害があり，地上波テレ
ビのデジタル化が延期されていた，岩手，宮城，
福島の 3県でアナログ放送が終了し，すべての都
道府県で地上波テレビのデジタル化が完了した。

Ⅱ．NHKを巡る動き

1．  外国人向け「NHKワールドTV」 
大震災で国内CATV174局が配信

　外国人向け国際放送として09年にスタートした
「NHKワールドTV」を，東日本大震災に際して，
NHKが在日外国人向け情報提供の一環として国
内のCATV局に緊急配信したところ，174局で配
信され視聴可能世帯は600万を超えたことが明ら
かになった。
　外国人向けの「NHKワールドTV」は，発足の
趣旨から国内には配信しないことになっていた
が，NHKは在日外国人のために国内のCATV局
に配信できるよう10年12月に総務大臣の認可を受
け，CATV局がNHKと契約すれば衛星経由で受
信が可能となっていた。
　NHKは 3 月15日に東日本大震災に伴う緊急措
置として，CATV各局がNHKと正式に契約を結
ばなくても放送できるように無料で番組の提供を
開始した。しかし，「NHKワールドTV」を受信
できるアンテナを設置しているCATV局が少な
かったため，日本デジタル配信会社など配信事業
社 2社を通じてインターネットでの配信も行い，
2社も配信料を無料にして協力した。

　 3月15日には，茨城県つくば市の研究学園都市
コミュニティケーブルサービスが周辺地域の外国
人向けに「NHKワールドTV」の放送を開始し
た，西日本でも近畿 2府 4県を放送エリアとする
「ケイ・キャット」が 3月26日から放送を開始し
た。
　NHKはインターネット配信を 4月 9 日午前 0
時に停止したが，CATV局のなかにはこれを機会
に衛星受信アンテナを設置して，直接「NHKワ
ールドTV」を受信しようという動きも出始めて
いる。

2．NHK経営委員長に數土文夫氏選任

　NHK経営委員会は11年 4 月12日，新経営委員
長に數土文夫氏を選任した。數土氏はJFEホール
ディングス相談役で70歳。NHK経営委員長は，
前委員長が会長選任をめぐる混乱で11年 1 月に辞
任して以降，空席となっていた。

3．  NHK受信料制度調査会が報告書 
総合受信料への収斂

れん

を提言

　NHK会長の諮問を受けてフルデジタル時代の
受信料制度の在り方について検討していた「NH
K受信料制度等専門調査会」（座長・安藤英義専
修大学教授）が11年 7 月12日，報告書をまとめ発
表した。
　同調査会は中期的な課題として，地上・衛星を
区分せずNHKが提供する基幹放送サービス全体
を一体のものとして捉え，当面は衛星付加受信料
制度を維持しつつも，最終的に総合的な受信料へ
と収斂

れん

するよう，NHK全体の事業規模を見なが
ら調整していくことが，ひとつの有力な選択肢と
なると提言した。
　インターネットについては，もはや一部の若年
層のみが二次的に用いるメディアではなく，「伝
統的な放送」の役割・機能を果たしうるメディア
になりつつあるという認識を示し，多プラットフ
ォーム化時代にはNHKは視聴者までコンテンツ
が到達する確たる保障の枠組みを検討する必要が
あるとした。そのうえで，財源負担については，
公共放送の「コア的公共性」を代替するものであ
る場合は，受信料的な負担を想定するのが相当で
あるとし，利用可能受信機の設置者を新たな受信
料体系に組み入れることなどを提言した。
　これに対して，民放連の広瀬道貞会長は 7月21
日の記者会見で，「受信料で行うならば，大部分
の人がネットで視聴できる環境を整備しなければ
ならない。そのためのサーバーなどを備えるには，
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大変な設備投資が必要で，受信料によるコスト負
担は高額になる。それらを考えるとNHKの仕事
ではないと思う」と述べた。

4．  NHKがIPサイマルラジオサービス
民放の「radiko.jp」もエリア拡大

　NHKがラジオ放送をインターネットを通じて
同時配信するIPサイマルラジオサービス「らじる
★らじる」を11年 9 月 1 日から開始した。
　IPサイマルラジオサービスは，放送中のラジオ
番組が，パソコン（ 9月 1日開始）やスマートフ
ォン（10月 1 日開始）で聴けるサービスで，ラジ
オ第 1，ラジオ第 2，FM放送を配信している。
ラジオの難聴対策として13年度まで試行される。
　一方，民放ラジオ局が参加して実施しているIP
サイマルラジオサービス「radiko.jp」の配信エリ
アが拡大した。
　「radiko.jp」は，高層ビルやモーターなどの雑
音源による難聴対策として，10年 3 月から関東の
7局と関西の 6局がそれぞれのサービスエリアを
対象に実用化試験配信を始めた。その後，11年 3
月から 4月にかけて中京地区と関東・関西の周辺
局，北海道，福岡のラジオ局も参加した。
　11年10月 3 日からは，新たに静岡県の静岡放送
と静岡エフエム，石川県の北陸放送とエフエム石
川，鹿児島県の南日本放送の 7局が実用化試験配
信を開始し，これで「radiko.jp」参加局は48社53
局となり，サービスエリアは23都道府県に拡大し
た。
　ラジオ界は近年，聴取者が減り，厳しい状態で，
NHKと民放が初めて共同キャンペーンを実施す
るとともに，パソコンやスマートフォンへの配信
で若年層のラジオ離れを食い止めたいとしてい
る。

5．  NHK新 3か年経営計画発表
受信料月額120円値下げ

　NHKは11年10月25日，12年度からの 3か年の
新経営計画を発表した。この中でNHKは12年10
月から，受信料を口座・クレジット支払いで月額
120円，継続振り込み支払いで月額70円，それぞ
れ値下げすることを明らかにした。受信料の値下
げは，1968年にラジオ受信料が廃止され，受信料
がテレビに一本化されてから初めてのことであ
る。
　新経営計画の中では12年度からの 3か年，「公
共」「信頼」「創造・未来」「改革・活力」の 4つ
の重点目標を掲げ，目標がどの程度達成されたか

を，視聴者の期待度に対する実現度，接触者率，
受信料の支払い率や収納率などで評価するとして
いる。
　また，受信料については，12年10月から口座・
クレジット支払いについては月額120円（地上契
約の月額受信料の8.9％），継続振り込み支払いに
ついては月額70円，それぞれ値下げする。
　受信料額の値下げは，07年 1 月に当時の総務大
臣が，放送法を改正して受信料の支払い義務化を
実施すれば， 2割程度の値下げが可能だと発言し
たことに端を発する。
　NHKが20％の値下げに難色を示したため，放
送法改正案に支払い義務化は盛り込まれなかっ
た。
　NHKは07年 9 月に，口座・クレジット支払い
について月額100円の値下げを含む「 5か年経営
計画」をまとめNHK経営委員会に提出したが，
経営委員会は議決せず，経営計画の策定は 1年先
送りされた。
　09年からの 3か年経営計画で，NHKは受信料
値下げについて先行きが見通せない経済情勢のも
と10％値下げを約束することはできないとして，
具体的な値下げ率を明示しなかった。このため経
営委員会が異例の修正議決を行い，12年度から受
信料収入の10％を視聴者に還元することが盛り込
まれた。
　今回の新経営計画では，現行計画を継承する立
場から値下げ幅が焦点となった。経営委員会が
10％値下げを求めたのに対し，NHKが困難だと
主張し，値下げ幅を巡って事前に両者で意見交換
が行われた。
　新経営計画による値下げ率は受信料収入の 7％
であり，値下げによる減収見込みは 3 年間で
1,162億円である。大震災に対応する機能強化費
を加えた視聴者への還元率は7.6％となる。
　 3か年の収支計画（消費税抜方式）によれば，
12年度は事業収入は6,489億円，事業支出を同額
にして収支差金をゼロにしている。
　しかし，13年度は値下げが通年化するため，事
業収入が12年度に比して38億円減少して6,451億
円となり，一方で事業支出が 9億円増えることか
ら47億円の赤字となっている。
　14年度は，受信料支払者数の増加にともなう収
入増で事業収入は前年度比で98億円増えて6,549
億円となり，一方で事業支出は6,539億円に抑え
10億円の黒字にする計画となっている。
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Ⅲ．民間放送事業者を巡る動
き

1．  テレビユー福島が県外の避難所に情報番
組とニュースをIPTV配信

　テレビユー福島が11年 4 月15日から福島県内向
けの地域情報番組とニュースを，埼玉県加須市に
集団で避難している双葉町の住民に配信を開始し
た。民放連によると，東日本大震災に関連する地
域放送番組の県外への配信は初めての試みであ
る。
　福島第一原子力発電所のある福島県双葉町は避
難指示を受けて埼玉県加須市の元騎西高校校舎跡
に役場機能を移し，ここで1,300人余の町民が避
難生活を送っている。
　テレビユー福島はこの避難所向けに，午前 9時
55分から30分間放送している生活情報番組『グー
テン』と午後 6時15分から40分間のローカルニュ
ース『スイッチ』を 4月15日から配信し始めた。
放送と同時配信すると放送の区域外送信となるた
め，番組とニュースを録画し，CMを削除するな
どしたあと光回線で送るIPTVの仕組みを使い，
1時間後には避難所で視聴できるようにしてい
る。
　『グーテン』はローカル情報番組で，被災者向
けの情報やガンバローメールなどが放送されてい
る。番組とニュースのほか，著名人による応援メ
ッセージや応援ソングなども配信されており，避
難所の42インチテレビで常時視聴できるようにな
っている。

2．  民放キー局 5社と電通が共同でテレビ
向けVODサービス

　在京の民放キー局 5社（日本テレビ・テレビ朝
日・TBS・テレビ東京・フジテレビ）と電通は，
インターネットテレビ（インターネットを通じて
動画視聴が可能なテレビ受像機）向けに，民放各
社が主体となった有料課金型のVOD（ビデオ・
オン・デマンド）サービスを共同で推進すること
で基本合意した。12年度から14年度を本格的運用
に向けた準備期間として，試験的に導入する。
　今回の計画はテレビの価値を向上させるという
共通認識に基づき，「視聴者により多くのテレビ
番組への視聴機会を提供することで，テレビ番組
の視聴者層を拡大し，テレビ番組のファンを増や
そうというもの」としている。このため，VOD

サイトでの収益向上よりも，地上波放送でのリア
ルタイム視聴の価値向上に重きが置かれている。
　利用形態は，アクトビラなど既存のテレビ向け
VOD玄関サイトのように 1つの共同サイトに遷
移するのではなく，リアルタイムの番組画面から
各局独自のVODに飛び，また元のチャンネルに
戻るというスタイルをとる。そのため，VODの
視聴料金についても各社ごとにキャンペーンを実
施することで差が生じたり，VOD視聴画面の大
きさも各社各様の違いが生じるなど，各社なりの
編成戦略が活かされる仕組みとなる。参加企業の
うち電通は，民放 5社から業務委託を受けてサポ
ートする役割を担う。リアルタイム視聴拡大の流
れを作り出すことで，電通にとっては，テレビ広
告価値の維持・向上につながる利点がある。
　アメリカにも同様のサービスとして，FOX・
NBC・ABCなど民間放送事業者が共同で設立し
たHulu（フールー）がある，人気を集めている。
11年 9 月 1 日にはアメリカ以外では初めて，日本
国内でサービスが開始され，BSの新規参入を含
めて海外の放送コンテンツ流入の動きが加速して
いる。
　視聴者の限られた可処分時間を奪い合う争いは
激しさを増しており，民放各社の放送収入拡大は
容易ではない。各局コンテンツの横断的な検索機
能など，共同運営のメリットをどこまで具現化で
きるかに，その成否がかかっている。

3．  東海テレビの『ぴーかんテレビ』 
不適切な字幕テロップで番組打ち切り

　東海テレビが11年 8 月 4 日に放送した情報番組
『ぴーかんテレビ』で，岩手県産米の視聴者プレ
ゼントの当選者を字幕テロップで「怪しいお米セ
シウムさん」などと表示した問題で，同局は 8月
11日，この番組の打ち切りを発表した。同番組は
愛知，三重，岐阜の 3県で1998年から放送されて
いた。
　 8月 4日放送の『ぴーかんテレビ』では，岩手
県産ひとめぼれ10kgの当選者欄に「怪しいお米
セシウムさん」「汚染されたお米セシウムさん」
と表示した字幕テロップが23秒間放送された。東
海テレビは翌 5日の同番組を休止のうえ，その放
送時間帯で謝罪し，同日午後 6時36分から約15分
間の謝罪特別番組を放送した。さらに 8月30日に
約 1時間の検証番組『なぜ私たちは間違いを犯し
たのか』を放送した。
　問題の字幕テロップはCG制作を担当する外部
スタッフが「ふざけた気持ち」で仮作成したが，
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訂正されず誤って放送されたという。放送画面に
出た段階ですぐに字幕テロップを取り消せなかっ
た原因については，番組スタッフがその後に予定
されていたスタジオコーナーのリハーサルを行っ
ており，放送画面を見ていなかったからだという。
　民放連の広瀬道貞会長は 8月 5日，原発事故に
よる放射能の風評被害について最も敏感であるべ
き放送メディアとして極めて常識を欠いた表現で
あるとして謝罪コメントを発表するとともに，チ
ェック体制や問題発生時の現場対応に留意すべき
だとして，放送人の倫理観の確認など再発防止策
に取り組むよう各局に異例の要請をした。

4．民放連の新会長に井上TBS会長

　民放連が定時総会で次期会長にTBSテレビ会
長の井上弘氏を決定した。広瀬道貞会長の任期満
了にともなうもので，任期は12年 4 月 1 日から14
年 5 月，または 6月に開催される民放連総会まで。

Ⅳ．その他の動き

1．  BPO，日テレ報道番組に対し「放送倫
理違反」との決定を公表

　放送倫理・番組向上機構（BPO）の放送倫理
検証委員会は11年 5 月31日，日本テレビが 1月 8
日に放送した報道番組『news every, サタデー』
のなかの『ペットビジネス最前線』で，ペットビ
ジネス会社のサービスを賞賛した利用者が，実は
ペットビジネス会社の社員だった問題で，放送倫
理に違反するとの決定を公表した。
　委員会によれば，『ペットビジネス最前線』の
制作を担当したのは外部制作会社から派遣されて
いる31歳のディレクターで，06年から日本テレビ
に常駐して働いていた。ディレクターは社内の放
送倫理研修に出席した記録が残っていたが，本人
は出席したかどうかを覚えておらず，研修内容も
記憶していなかった。
　取材・制作の過程については，ディレクターは，
一般の利用者に出演を断られたため，ペットビジ
ネス会社 2社に取材協力者探しを依頼したが見つ
からず，やむなくサービス会社の社員を画面に登
場させたという。
　一方，番組担当デスクや上司は，必ず映像がな
ければならないとは考えていなかったし，取材協
力者が見つからない場合は放送日を延期してもよ
いと考えていたが，ディレクターには，このよう
な方針が正確に理解されていなかった。

　同委員会は，「放送局の上層部が現場のスタッ
フに放送倫理を教え込んだり押し付けたりするこ
との有効性には限界があり，むしろ，現場のスタ
ッフに合う，現場のスタッフのための，放送倫理
の実践を工夫する必要がある」と指摘した。
　さらに，ディレクターと日本テレビ幹部との間
の認識にかい離がある，現代の若年層の多くに特
徴的な「見捨てられ不安」と呼ばれる心性にも留
意しながら，コミュニケーションを十分にとる必
要があると指摘した。

2．  制作現場にゆとりの確保が必要 
BPO，不祥事再発防止で異例の提言

　放送倫理・番組向上機構（BPO）の放送倫理
検証委員会は11年 9 月22日，同様の事態は他の放
送局でも起こりうるとして，不祥事の再発防止の
ための異例の提言をし，再発防止に向けた各放送
局の真摯な取り組みを要請した。

3．NHKと民放連，暴力団の排除を再確認

　11年10月 1 日に全都道府県で暴力団排除に関す
る条例が施行され，NHKが出演契約と調達契約
における暴力団等の排除方針を公表した。民放連
も10月31日に排除の基本姿勢を確認する声明を出
した。

4．大震災から1年，各局で特別番組

　東日本大震災から 1年，テレビでは 3月11日を
中心に多くの特別番組が編成され，NHKが 3 月
10日と11日の 2日間にわたり『明日へ　支えあお
う～東日本大震災から 1年』を放送したのをはじ
めとして，NHKや民放在京キー局の地上波テレ
ビと系列BSテレビ各局において，報道だけでな
く，ドラマやバラエティーでも被災地をテーマに
した番組が数多く放送された。


